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【 補 正 対 象 書 類 名 】 明 細 書
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【 補 正 の 内 容 】
　     【 ０ ０ ２ ９ 】
    【 実 施 例 】
　 次 に 本 発 明 の 実 施 例 を 比 較 例 と と も に 詳 し く 説 明 す る 。
　 ＜ 実 施 例 １ ＞
　 図 １ に 示 す よ う に 、 直 径 が ７ ５ ｍ ｍ 、 厚 さ が ６ ０ μ ｍ の 燃 料 極 層 １ ３ と 、 直 径 が ７ ５ ｍ
ｍ 、 厚 さ が １ ０ ０ μ ｍ の 固 体 電 解 質 層 １ ６ と 、 直 径 が ７ ５ ｍ ｍ 、 厚 さ が ４ ０ μ ｍ の 空 気 極
層 １ ４ と を 積 層 し て φ ７ ５ ｍ ｍ の 燃 料 電 池 １ １ を 形 成 し た 。
　 空 気 極 層 １ ４ は Ｓ ｍ 0 . 5 Ｓ ｒ 0 . 5 Ｃ ｏ Ｏ 3 - d と い う 組 成 を 有 す る 酸 化 物 イ オ ン 混 合 伝 導 体
を 使 用 し 、 燃 料 極 層 １ ３ は Ｎ ｉ と Ｃ ｅ 0 . 8 Ｓ ｍ 0 . 2 Ｏ 2 と い う 組 成 を 有 す る 化 合 物 と の 混 合
体 を 使 用 し た 。
　 一 方 、 固 体 電 解 質 層 １ ６ は 第 １ 電 解 質 層 １ ６ ａ と 第 ２ 電 解 質 層 １ ６ ｂ と を 積 層 し て 形 成
し 、 第 １ 電 解 質 層 は と い う 組 成 を 有 す る 化
合 物 を 使 用 し 、 第 ２ 電 解 質 層 は と い う
組 成 を 有 す る 酸 化 物 イ オ ン 伝 導 体 を 使 用 し た 。
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